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第４章 財務書類 4 表（令和 4 年度決算） 

 

第１節 概要 

1）公会計制度の概要 

 平成 18 年 6 月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律」を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環として、「新地方公会計

制度の整備」が位置づけられ、同年 8 月の「地方公共団体における行政改革の更なる推

進のための指針」において、発生主義の活用及び複式簿記の考え方を導入した、①貸借

対照表、②行政コスト計算書、③資金収支計算書、④純資産変動計算書の 4 表の財務書

類を、平成 21 年度までに整備することが要請されたことに伴い、本市においては、平

成 20 年度決算から公会計基準モデルに基づく財務書類 4 表を整備しました。 

 また、「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」（平成27年1月23日付

総務大臣通知）で示されたとおり、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間

で全ての地方公共団体において統一的な基準による財務書類等を作成するよう要請が

あったことから、本市においても、平成28年度決算から、統一的な基準による財務書

類4表を整備しました。 

 今後も継続的に財務書類の整備をしていくことで、市のより正確な財政状況の把握と

年度別の比較や推移・分析、他市町村との比較などが可能となり、将来の財政運営のた

めの指標として役立てることが期待されます。 

 

2）財務書類 4 表について 

 

○統一的な基準 

 「統一的な基準」とは、発生主義、複式簿記の導入及び固定資産台帳の整備を前提と

しており、比較可能性の確保の観点から、全ての地方公共団体を対象とした統一的な財

務書類の作成基準です。 

 平成 27 年度決算まで本市において採用していた「基準モデル」との大きな相違点と

しましては、有形固定資産の評価方法があります。具体的には、道路、河川及び水路の

敷地のうち、昭和 59 年度以前に取得したものについては、資産価値を 1 円（備忘価額）

とすることになりました。また、昭和 60 年度以降に取得したものであっても、取得価

格が不明なものについては、1 円（備忘価額）とすることになりました。 

 

○基準モデルの特徴 

本市において、平成 27 年度決算まで採用していた「基準モデル」とは、民間企業

会計の考え方と会計実務をもとに、資産、税収や移転収支など、地方公共団体の特殊

性を加味した財務書類で、開始貸借対照表を固定資産台帳等に基づき作成します。現

金取引情報にとどまらず、ストック・フロー情報を網羅的に公正価値で把握するもの

です。 
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 平成 19 年度まで作成していた旧総務省方式では、固定資産については、昭和 44 年

度以降の決算統計の建設事業費の積上げにより算定していたため、昭和 43 年度以前

に取得した資産は計上されておらず、売却や滅失により除却された資産も計上される

など不合理がありました。また、個々の資産価値を特定できないため、減価償却など

も想定上の数値となっているのに対し、基準モデルでは、現存するすべての固定資産

を洗い出し、公正価値により評価しています。 

 

○対象とする会計の範囲 

財務書類 4 表は一般会計等ベースと全体ベース、連結ベースで作成しています。 

・一般会計等 → 一般会計 

・全   体 → 普通会計＋特別会計・公営企業会計   

 

 

 

 

・連  結 → 全体＋連結対象法人  

 

 

 

 

 

 

○財務書類の内容 

 

・貸借対照表 

 決算年度末時点で、どのような資産を所有し、そのうち返済（負債）がどれ位残っ

ていて、返済の必要のない資産（純資産）はどれくらいなのかを表すものです。 

① 資産 

市の所有資産の内容と金額です。行政サービスの提供能力を表しています。 

≪事業用資産とインフラ資産≫ 

・事業用資産…当該資産から将来的な経済便益が発生すると想定されるもの 

(例)庁舎、学校、公民館 等 

・インフラ資産…将来にわたる都市基盤と想定されるもの 

(例)道路、公園、下水道 等 

② 負債 

借入金や将来の職員の退職金など、今後負担していかなければならない債務です。 

③ 純資産 

現在までの世代が負担した金額で、将来の負債を伴わない正味の資産です。 

国民健康保険、公設地方卸売市場、介護保険、農業

集落排水事業、後期高齢者医療、水道事業、簡易水

道事業、下水道事業 

 

 (公財)成田市スポーツ・みどり振興財団、成田市土地開発

公社、(公財)成田市農業センター、(有)ティ・ティ・エス、

(公財)印旛郡市文化財センター、（株）成田香取エネルギー、

本市が加入する一部事務組合等 
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・行政コスト計算書 

 1 年間に行政サービスの提供にかけた費用と、それら行政サービスの対価として得

られた使用料・手数料等の収入を表示したものです。 

 従来の現金会計では捕捉できなかった、建物・設備などの 1 年間の物としての価値

の「目減り分」を費用とみなした「減価償却費」などの非現金コストについても計上

しています。 

 

・純資産変動計算書 

 貸借対照表における純資産が、年度中にどのような財源や要因で増減したかを明ら

かにするものです。 

 

・資金収支計算書 

 1 年間の現金の収入と支出が、どのような理由で生じたのかを、性質別に区分して

整理したものです。 

① 業務活動収支 

自治体を運営するうえで、毎年度継続的に収入されるものと支出されるもの 

② 投資活動収支 

公共資産形成のために収入されるものと支出されるもの 

③ 財務活動収支 

地方債の元金償還などの支出や地方債発行などの収入 

 

・財務書類 4 表の相互の関連 

本年度末歳計外現金残高①

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】 【純資産変動計算書】 【資金収支計算書】

純資産
②

資産

(うち現金預金①)

期首純資産残高

財源

固定資産等の変動

本年度末残高②

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高①

純行政コスト③

純行政コスト③

負債

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時収益

 

 

① 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に 

 本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額で、これは純資産変動計算書 

 の期末残高と対応します。 

③ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書の「純行政コス 

 ト」と対応します。 
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第２節 令和 4 年度決算における財務書類 4 表でみる成田市の財政状況 

※ 端数処理の関係上、合計値が一致しない場合があります。 

 

1）貸借対照表でみる財政状況 

○貸借対照表（単位：百万円） 

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

222,039 314,138 318,973 43,940 119,824 125,236

206,788 301,074 302,122 40,348 67,195 69,037

101,384 114,798 114,877 23 40 55

○土地 48,215 48,613 48,619 3,388 3,527 6,484

○建物等 52,028 63,263 63,336 3,383 3,521 6,478

○建設仮勘定 1,140 2,921 2,921 6 6 6

103,252 181,302 182,101 181 49,062 49,660

○土地 40,718 44,568 44,607 6,906 9,536 9,824

○建物等 62,045 132,858 133,581 5,327 6,614 6,659

○建設仮勘定 490 3,876 3,914 － 1,321 1,455

2,153 4,974 5,145 － － 19

380 2,035 3,558 － 1 1

14,871 11,029 13,293 － － 0

10,623 6,267 4,730 902 922 926

2,827 2,843 3,716 611 612 694

1,421 1,919 4,847 65 66 70

9,572 15,691 18,788 50,846 129,360 135,061

4,887 8,437 9,699

221 972 1,192 226,516 320,351 325,200

6 6 12 △ 45,750 △ 119,882 △ 122,765

4,471 6,207 6,215 － － 265

－ 1 1,585

－ 98 115

△ 12 △ 30 △ 30 180,766 200,469 202,700

231,612 329,829 337,761 231,612 329,829 337,761

③その他

2.流動資産

(7)預り金

(8)その他流動負債

①事業用資産

(6)賞与等引当金

負債合計

(3)引当金

①退職手当引当金

(4)前受金

(5)前受収益

②基金

(3)投資その他の資産

①投資及び出資金

②損失補償等引当金

②インフラ資産

資産合計 負債・純資産合計

(6)その他流動資産

(7)徴収不能引当金

(1)現金預金

(2)未収金

(3)短期貸付金

(4)基金

(5)棚卸資産

【純資産の部】（Ａ－Ｂ）

1.固定資産等形成分

2.余剰分（不足分）

純資産合計

3.他団体出資等分

(2)無形固定資産

③物品

2.流動負債

(1)1年内償還予定地方債

(2)未払金

(3)未払費用

金額 金額
【資産の部】（Ａ） 【負債の部】（Ｂ）

(4)その他固定負債

1.固定資産

(1)有形固定資産

1.固定負債

(1)地方債

(2)長期未払金
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○市民 1 人当たりの貸借対照表  （単位：千円）令和 5 年 3 月 31 日現在人口 131,148 人 

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

1,693 2,395 2,432 335 914 955

1,577 2,296 2,304 308 512 526

773 875 876 0 0 0

○土地 368 371 371 26 27 49

○建物等 397 482 483 26 27 49

○建設仮勘定 9 22 22 0 0 0

787 1,382 1,389 1 374 379

○土地 310 340 340 53 73 75

○建物等 473 1,013 1,019 41 50 51

○建設仮勘定 4 30 30 － 10 11

16 38 39 － － 0

3 16 27 － 0 0

113 84 101 － － 0

81 48 36 7 7 7

22 22 28 5 5 5

11 15 37 0 1 1

73 120 143 388 986 1,030

37 64 74

2 7 9 1,727 2,443 2,480

0 0 0 △ 349 △ 914 △ 936

34 47 47

－ 0 12

－ 1 1

0 0 0 1,378 1,529 1,546

1,766 2,515 2,575 1,766 2,515 2,575

【資産の部】（Ａ）
金額

【負債の部】（Ｂ）
金額

1.固定資産 1.固定負債

(2)未払金

(1)有形固定資産 (1)地方債

①事業用資産 (2)長期未払金

(3)引当金

①退職手当引当金

②損失補償等引当金

②インフラ資産 (4)その他固定負債

2.流動負債

(1)1年内償還予定地方債

③物品 (3)未払費用

(2)無形固定資産 (4)前受金

(3)投資その他の資産 (5)前受収益

①投資及び出資金 (6)賞与等引当金

②基金 (7)預り金

③その他 (8)その他流動負債

(5)棚卸資産

(6)その他流動資産

2.流動資産 負債合計

(1)現金預金 【純資産の部】（Ａ－Ｂ）

(2)未収金 1.固定資産等形成分

(7)徴収不能引当金 純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

(3)短期貸付金 2.余剰分（不足分）

(4)基金

 

○貸借対照表から分かること（連結ベース） 

 成田市は、令和 4 年度末までに 3,378 億円の資産を形成しています。 

資産の中でも特に大きな比率を占めるのが、道路や公園、下水道などの『インフラ資

産』であり、1,821 億円（総資産の 53.9％）を占めています。また、庁舎や学校、公民

館等の『事業用資産』は 1,149 億円（同 34.0％）となります。 

負債の中では地方債が主なもので、固定、流動負債合わせて 757億円（総負債の 56.0％）

を占めています。続いて、その他の固定負債が 497 億円（同 36.8％）で大きな割合を占

めていますが、そのうち 454 億円（同 33.6％）は、下水道事業会計において公営企業会

計への移行に伴い、保有資産を資産計上するとともに、取得に当たり交付された補助金

等を長期前受金として負債に計上したものであり、減価償却により資産が減少すること

によって同様に減少するものとなります。 

資産から負債を引いた純資産については 2,027 億円であり、これらは現在までの世代

が負担した金額です。 

 これらを、令和 5年 3月 31日現在の人口 131,148人で市民 1人当たりに換算すると、

資産が 257 万 5 千円、負債が 103 万円、純資産が 154 万 6 千円となりました。 
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2）行政コスト計算書でみる財政状況 

○行政コスト計算書（単位：百万円）  

一般会計等 全体 連結

59,942 85,645 100,062

38,105 45,314 48,197

12,520 12,944 13,411

○職員給与費 9,813 10,104 10,498

○賞与等引当金繰入額 902 919 922

○退職手当引当金繰入額 － 1 9

○その他 1,805 1,921 1,982

24,443 30,668 32,940

○物件費 15,800 18,019 20,053

○維持補修費 1,485 1,775 1,781

○減価償却費 7,158 10,874 11,004

○その他 － － 101

1,142 1,702 1,846

○支払利息 294 566 571

○徴収不能引当金繰入額 123 171 171

○その他 724 965 1,103

21,837 40,331 51,865

9,870 31,427 42,934

8,877 8,879 8,879

3,066 － －

25 25 52

4,451 8,206 10,795

883 3,632 4,084

3,567 4,574 6,711

55,492 77,439 89,267

5 8 9

－ － －

2 2 2

－ － －

3 3 3

－ 3 4

17 51 57

2 2 2

16 50 55

55,479 77,395 89,219

(1)資産売却益

(2)その他

純行政コスト（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

(2)その他

純経常行政コスト（Ｃ）＝（Ａ－Ｂ）

(2)資産除売却損

(3)投資損失引当金繰入額

(4)損失補償等引当金繰入額

4.臨時利益（Ｅ）

3.臨時損失（Ｄ）

(1)災害復旧事業費

(5)その他

金額
科目名

2.経常収益（Ｂ）

(1)使用料及び手数料

(2)移転費用

④その他

1.経常費用（Ａ）

(1)業務費用

①人件費

②物件費等

③その他の業務費用

①補助金等

②社会保障給付

③他会計への繰出金
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○市民 1 人当たりの行政コスト計算書（単位：千円）令和 5 年 3 月 31 日現在人口 131,148 人 

一般会計等 全体 連結

457 653 763

291 346 368

95 99 102

○職員給与費 75 77 80

○賞与等引当金繰入額 7 7 7

○退職手当引当金繰入額 － 0 0

○その他 14 15 15

186 234 251

○物件費 120 137 153

○維持補修費 11 14 14

○減価償却費 55 83 84

○その他 － － 1

9 13 14

○支払利息 2 4 4

○徴収不能引当金繰入額 1 1 1

○その他 6 7 8

167 308 395

75 240 327

68 68 68

23 － －

0 0 0

34 63 82

7 28 31

27 35 51

423 590 681

0 0 0

－ － －

0 0 0

－ － －

0 0 0

－ 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

423 590 680

②物件費等

科目名
金額

1.経常費用（Ａ）

(1)業務費用

①人件費

(1)災害復旧事業費

③その他の業務費用

(2)移転費用

①補助金等

②社会保障給付

③他会計への繰出金

④その他

2.経常収益（Ｂ）

(1)使用料及び手数料

(2)その他

純経常行政コスト（Ｃ）＝（Ａ－Ｂ）

3.臨時損失（Ｄ）

(2)その他

純行政コスト（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

(2)資産除売却損

(3)投資損失引当金繰入額

(4)損失補償等引当金繰入額

(5)その他

4.臨時利益（Ｅ）

(1)資産売却益

 

○行政コスト計算書から分かること（連結ベース） 

 令和 4 年度の成田市の経常費用は総額 1,001 億円で、行政サービスに対する対価とし

て市民が負担する使用料や手数料などの経常収益は 108 億円となりました。 

経常費用のうち、職員給与や退職手当引当金などの人件費が 134 億円（経常費用の

13.4％）、物件費や維持補修費、減価償却費などの物件費等が 329 億円（同 32.9％）と

なり、補助金や社会保障給付などの移転費用については 519 億円（同 51.9％）となり

ました。 

経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは 893 億円となり、臨時損失、臨時

利益を考慮した純行政コストも同じく 892 億円となりました。この不足分については、

市税や地方交付税などの一般財源や国・県補助金で賄っています。 

 これらを市民 1 人当たりに換算すると、経常費用が 76 万 3 千円、経常収益が 8 万

2 千円、純行政コストは 68 万円となりました。 
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3）純資産変動計算書でみる財政状況 

○純資産変動計算書（単位：百万円）  

合計
固定資産等
形成分

余剰分
（不足分）

合計
固定資産等
形成分

余剰分
（不足分）

合計
固定資産等
形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資
等分

181,430 231,734 △ 50,304 201,707 326,186 △ 124,479 203,910 329,140 △ 125,456 226

△ 665 △ 5,218 4,554 △ 1,238 △ 5,835 4,597 △ 1,210 △ 3,940 2,691 39

△ 55,479 △ 55,479 △ 77,395 △ 77,395 △ 89,219 △ 89,219 －

54,250 54,250 73,437 73,437 85,206 85,206 －

41,451 41,451 48,856 48,856 56,021 56,021 －

(2)国県等補助金 12,799 12,799 24,581 24,581 29,184 29,184 －

△ 1,229 △ 1,229 △ 3,958 △ 3,958 △ 4,013 △ 4,013 －

△ 5,400 5,400 △ 6,024 6,024 △ 6,000 6,000

3,213 △ 3,213 6,301 △ 6,301 6,440 △ 6,440

△ 7,168 7,168 △ 11,065 11,065 △ 11,235 11,235

4,756 △ 4,756 5,516 △ 5,516 5,627 △ 5,627

△ 6,200 6,200 △ 6,777 6,777 △ 6,832 6,832

－ － － － － －

182 182 189 189 187 187

383 － 383 2,531 － 2,531 2,616 1,873 704 39

180,766 226,516 △ 45,750 200,469 320,351 △ 119,882 202,700 325,200 △ 122,765 265

6.その他

Ⅲ．本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ）

5.無償所管換等

4.資産評価差額

Ⅰ．前年度末純資産残高

Ⅱ．本年度純資産変動額

1.純行政コスト（△）

(1)税収等

3.固定資産等の変動（内部変動）

(1)有形固定資産等の増加

2.財源

本年度差額（1＋2）

(2)有形固定資産等の減少

(3)貸付金・基金等の増加

(4)貸付金・基金等の減少

科目名
一般会計等 全体 連結

金額

 

○市民 1 人当たりの純資産変動計算書（単位：千円）令和 5 年 3 月 31 日現在人口 131,148 人 

合計
固定資産等
形成分

余剰分
（不足分）

合計
固定資産等
形成分

余剰分
（不足分）

合計
固定資産等
形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資
等分

1,383 1,767 △ 384 1,538 2,487 △ 949 1,555 2,510 △ 957 2

△ 5 △ 40 35 △ 9 △ 44 35 △ 9 △ 30 21 0

△ 423 △ 423 △ 590 △ 590 △ 680 △ 680 －

414 414 560 560 650 650 －

316 316 373 373 427 427 －

(2)国県等補助金 98 98 187 187 223 223 －

△ 9 △ 9 △ 30 △ 30 △ 31 △ 31 －

△ 41 41 △ 46 46 △ 46 46 0

24 △ 24 48 △ 48 49 △ 49 0

△ 55 55 △ 84 84 △ 86 86 0

36 △ 36 42 △ 42 43 △ 43 0

△ 47 47 △ 52 52 △ 52 52 0

－ －

1 1 1 1 1 1

3 3 19 19 20 14 5 0

1,378 1,727 △ 349 1,529 2,443 △ 914 1,546 2,480 △ 936 2

本年度差額（1＋2）

科目名
一般会計等 全体

Ⅰ．前年度末純資産残高

Ⅱ．本年度純資産変動額

1.純行政コスト（△）

2.財源

(1)税収等

金額

連結

5.無償所管換等

6.その他

Ⅲ．本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ）

3.固定資産等の変動（内部変動）

(1)有形固定資産等の増加

(2)有形固定資産等の減少

(3)貸付金・基金等の増加

(4)貸付金・基金等の減少

4.資産評価差額

 

○純資産変動計算書から分かること（連結ベース）  

 令和 4 年度は、純資産が 12 億円の減少となりました。 

これは、一般会計等において，純行政コストが 555 億円であったのに比べ、税収等の

財源が 543 億円となり，純資産が 12 億円減少したことなどによるものです。 

結果、令和 4 年度末の純資産は 2,003 億円となりました。 

 これらを市民 1 人当たりに換算すると、令和 4 年度中に純資産は 9 千円減少して

154 万 6 千円となりました。 
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4）資金収支計算書でみる財政状況 

○資金収支計算書（単位：百万円）  

一般会計等 全体
4,905 6,531

52,557 73,660

12,487 12,911
17,917 19,593

294 566
21 257

9,870 31,427
8,877 8,879
3,066 －

25 25
57,463 80,159
41,418 48,690
12,259 24,040

884 3,553
2,902 3,876

－ 3
－ 34

Ⅱ．投資活動収支 △ 1,373 △ 3,961
7,132 10,259
3,211 6,029
2,376 2,856
1,545 1,374
5,758 6,298

540 863
3,964 4,176
1,254 1,259

Ⅲ．財務活動収支 △ 3,152 △ 1,623
5,320 6,550
5,255 6,485

65 65
2,168 4,927
2,168 4,754

－ 172
本年度資金収支額（Ａ）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 380 947
前年度末資金残高（Ｂ） 3,896 6,879
本年度末資金残高（Ｃ）＝（Ａ＋Ｂ） 4,276 7,826

前年度末歳計外現金残高（Ｄ） 600 600
本年度歳計外現金増減額（Ｅ） 12 12
本年度末歳計外現金残高（Ｆ）＝（Ｄ＋Ｅ） 611 611
本年度末現金預金残高（Ｃ＋Ｆ） 4,887 8,437

2.財務活動収入
(1)地方債発行収入
(2)その他の収入

(2)基金取崩収入
(3)その他の収入

1.財務活動支出
(1)地方債償還支出
(2)その他の支出

2.投資活動収入
(1)国県等補助金収入

(1)税収等収入
(2)国県等補助金収入

2.業務収入

1.投資活動支出

(3)使用料及び手数料収入
(4)その他の収入

3.臨時支出
4.臨時収入

金額
科目名

(1)公共施設等整備費支出
(2)基金積立金支出
(3)その他の支出

(4)その他の業務費用支出
(5)補助金等支出
(6)社会保障給付支出
(7)他会計への繰出支出
(8)その他の移転費用支出

Ⅰ．業務活動収支

1.業務支出

(1)人件費支出
(2)物件費等支出
(3)支払利息支出
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○市民 1 人当たりの資金収支計算書（単位：千円）令和 5 年 3 月 31 日現在人口 131,148 人 

一般会計等 全体
37 50

401 562

95 98
137 149

2 4
0 2

75 240
68 68
23 －
0 0

438 611
316 371
93 183
7 27

22 30
－ 0
－ 0

Ⅱ．投資活動収支 △ 10 △ 30
54 78
24 46
18 22
12 10
44 48
4 7

30 32
10 10

Ⅲ．財務活動収支 △ 24 △ 12
41 50
40 49
0 0

17 38
17 36
－ 1

本年度資金収支額（Ａ）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 3 7
前年度末資金残高（Ｂ） 30 52
本年度末資金残高（Ｃ）＝（Ａ＋Ｂ） 33 60

前年度末歳計外現金残高（Ｄ） 5 5
本年度歳計外現金増減額（Ｅ） 0 0
本年度末歳計外現金残高（Ｆ）＝（Ｄ＋Ｅ） 5 5
本年度末現金預金残高（Ｃ＋Ｆ） 37 64

(5)補助金等支出
(6)社会保障給付支出
(7)他会計への繰出支出

1.業務支出

(1)人件費支出
(2)物件費等支出
(3)支払利息支出
(4)その他の業務費用支出

金額

2.投資活動収入

2.業務収入
(1)税収等収入
(2)国県等補助金収入
(3)使用料及び手数料収入
(4)その他の収入

3.臨時支出
4.臨時収入

1.投資活動支出
(1)公共施設等整備費支出
(2)基金積立金支出
(3)その他の支出

(8)その他の移転費用支出

科目名

Ⅰ．業務活動収支

2.財務活動収入
(1)地方債発行収入
(2)その他の収入

(1)国県等補助金収入
(2)基金取崩収入
(3)その他の収入

1.財務活動支出
(1)地方債償還支出
(2)その他の支出

 

○資金収支計算書から分かること（全体ベース）  

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出される業務活動収支は 65 億円

の黒字が発生する一方、公共資産形成のための収支である投資活動収支は 40 億円の赤

字となりました。なお、基礎的財政収支※（プライマリーバランス）は、18 億円の黒字

となりました。※業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支（基金積立金支出及び基金取

崩収入を除く）。 

地方債の元金償還などの支出や地方債発行などの収入である財務活動収支は 16 億円

の赤字で、当期の資金収支額は 9 億円の黒字となり、期末資金残高は 78 億円、歳計外

現金を加えた本年度末現金預金残高は 84 億円となりました。 

これらを市民 1 人当たりに換算すると、当期は 7 千円の黒字となり、本年度末現金

預金残高は 6 万 4 千円となりました。 
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第３節 財務諸表に基づく分析指標 

1）資産形成度 

住民一人当たり資産額  

資産合計／住民基本台帳人口 

資産額を住民基本台帳人口で除して、資産が住民一人当たりいくらあるのかを表し

た指標です。 

 住民一人当たり資産額（千円） 

一般会計等 1,766 

全  体 2,515 

連  結 2,575 

 

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）  

減価償却累計額 ／ 有形固定資産取得価額（償却資産に係る部分） 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を計算す

ることにより、耐用年数に比べて、どの程度年数が経過しているか（老朽化しているか）

がわかる指標です。 

通常、比率が高い（耐用年数に近づいている）ほど、修繕費用がかかることが想定さ

れます。 

 減価償却累計額

（百万円） 

有形固定資産取得

価額（百万円） 

有形固定資産減価

償却率（％） 

一般会計等 201,257 317,482 63.4 

全  体 230,043 431,138 53.4 

連  結 232,056 434,118 53.5 

成田市では、全資産の合計で、資産老朽化比率は 53.5％ですが、老朽化が進んでい

る施設については、公共施設等総合管理計画に基づき、計画的に施設の長寿命化等を

進めていく必要があります。 

 

2）世代間公平性 

純資産比率  

純資産／総資産 

企業会計の「自己資本比率」に相当するものであり、総資産のうち返済義務のない

純資産がどれくらいの割合かを表します。この比率が高いほど、財政状況が健全であ

るといえます。 

 純資産（百万円） 総資産（百万円） 純資産比率（％） 

一般会計等 180,766 231,612 78.0 

全  体 200,469 329,829 60.8 

連  結 202,700 337,761 60.0 

成田市では、一般会計等、全体、連結と、全資産の純資産比率が 60～80％であり、
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財政状況の健全性がうかがえます。 

 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

地方債残高（臨時財政対策債等を除く）／有形・無形固定資産 

 社会資本等の財源のうち、将来の償還等が必要な負債が占める割合を算出すること

により、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を把握することができます。こ

の比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことを示しています。 

 地方債残高 

（百万円） 

有形・無形固定 

資産（百万円） 

将来世代負担

比率（％） 

一般会計等 45,675 207,168 21.9 

全  体 73,809 303,109 24.3 

連  結 75,696 305,680 24.7 

 

3）持続可能性 

住民一人当たり負債額  

負債合計／住民基本台帳人口 

負債額を住民基本台帳人口で除して、負債が住民一人当たりいくらあるのかを表し

た指標です。 

 住民一人当たり負債額（千円） 

一般会計等 388 

全  体 986 

連  結 1,030 

 

 

4）効率性 

住民一人当たり行政コスト   

純行政コスト／住民基本台帳人口 

行政コストを住民基本台帳人口で除して、行政コストが住民一人当たりいくらかか

っているのかを表した指標です。 

 住民一人当たり行政コスト（千円） 

一般会計等 423 

全  体 590 

連  結 680 

 

 

住民一人当たり人件費   

人件費／住民基本台帳人口 
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 住民一人当たり人件費（千円） 

一般会計等 95 

全  体 99 

連  結 102 

 

住民一人当たり物件費等   

物件費等／住民基本台帳人口 

 

 住民一人当たり物件費等（千円） 

一般会計等 186 

全  体 234 

連  結 251 

 

5）自律性 

受益者負担の割合  

経常収益／ 経常費用 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料、手数料など行政サービスにかかる受益者負

担の金額であり、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する

受益者負担の割合を表した指標です。 

 経常収益 

（百万円） 

経常費用 

（百万円） 

受益者負担割合

（％） 

一般会計等 4,451 59,942 7.4 

全  体 8,206 85,645 9.6 

連  結 10,795 100,062 10.8 

 


